
第 フ 章 認証

資料3-7-1 日本の認証ビジネス専門会社

会社名 日本 ベリサイン株式会社 サイバートラスト株式会社 日本認証サービ ス株式会社

URL http://www.verisign.co.jp/ http://www.cybertrust.co.jp/ http://www･jcsinc.co･jp/

設立 1996 年2 月23 日 1997 年4 月９日 1997 年9 月11 日

資本金 6億4000 万円 15 億円 4億7000 万円

出資企業 VeriSign,Inc･ 、NTT デ ータ通信 株式

会社、株式 会社NTTPC コミュニ ケー

ショ ンズ 、NTT エレ クト ロニ ク ス株

式 会社 、 新日本 製鉄 株式 会社 、株式

会社住 友 クレ ジッ トサ ービ ス、ソ フ

トバ ン ク株式会 社 、日本 電気 株式 会

社 、 日商岩 井株 式会 社 、三菱 商 事株

式 会社 、 株式会 社 さく ら銀 行、株式

会社 三 和 銀行 、 株式 会 社 住友 銀 行 、

株式 会社 日本長 期信 用銀 行 、住友 信

託銀 行株式 会社 、日 本 インベ ス トメ

ント・ フ ァイ ナン ス株式 会社 、 イン

トラ ネッ トシ ステ ム株式 会社 、 シャ

ープ 株式会 社 、ソニ ー株 式会 社 、大

和証 券株式 会社 、第 一生 命 キャピ タ

ル株式 会社 、 株式会 社東 芝 、株式 会

社東 洋情 報シ ステ ム、日 興 キャピ タ

ル株式 会社 、凸 版印 刷株 式会 社、 日

本信 販株式 会社 、日 本生 命保 険相 互

会社 、日 本ユニ シ ス株式 会社 、松下

電送株式会社

(以 上29 社)

GTE CyberTrust Solutions Incorporated、

株式会社ビ ー・ユ ー・ ジー、株式 会

社 野村総 合研究所、NTT 移 動通信網

株式会社 、大日本印刷 株式 会社、凸

版印刷株式 会社、伊藤忠 商事株式会

社 、ＮＴＴソ フ ト ウェ ア 株 式 会 社 、

NTT リ ース株式 会社、株式 会社 クレ

デ ィセゾ ン、株 式会 社さ くら銀 行 、

株式会社三 和銀行、株式会 社ジェ ー

シ ービ ー、株式会社住友銀 行、株式

会社住友 クレ ジット サービ ス、住友

商事 株式会 社 、大和 證券 株式会 社 、

日興證券株式 会社、株式会 社日本興

業 銀行、日 本信販株式会社 、株式 会

社 日本総合研 究所、株式会 社日本長

期信用銀 行、野村證券 株式 会社、富

士 銀 キ ャピ タル ２号投 資 事業組 合 、

株式会社北 海道拓殖銀 行、三井物産

株 式 会 社 、 山 一 證 券 株 式 会 社

(以上27 社)

日本電気株式 会社 、株式 会社 日立製作 所、富士

通株式会社 、株式会社 あ さひ銀 行、 イオン クレ

ジットサービ ス株式会社、伊藤忠商事株式会社、

NTT デ ータ通 信株式 会社、NTT ラ ーニ ングシス

テムズ株式 会社、株式 会社大 垣共立銀 行、沖電

気 工業株式会 社、株式 会社 オリ エント コーポレ

ーション、 株式会社 クレ ディ セゾン、 株式 会社

さくら銀行、株式会社三和銀 行、株式 会社JCB 、

住友海上 火災保 険株式会社、株式 会社住友銀行、

株式会社住友 クレジ ットサ ービ ス、住友 商事株

式 会社、住友 生命保 険相互会社 、株式会社 第一

勧業銀行、 第一生命保 険相互会 社、株式会 社大

和 銀行、大 日本印刷 株式 会社 、大和證券 株式会

社 、株式会社 千葉銀 行、株式会 社ディ ーシーカ

ード、株式会 社東海銀 行、東 京海上火 災保 険株

式 会社 、株式 会社東京三菱銀行 、凸 版印刷株式

会 社、日動火 災海上保 険株式会 社、日興 證券株

式 会社、株式 会社日 本興業銀 行、日本信販 株式

会社 、日本生 命保険相互会社 、株式 会社日本ダ

イナースクラブ 、野村證 券株式 会社、日立 クレ

ジット株式会 社、株式 会社富士 銀行、松下 電器

産 業株式会社 、丸紅 株式 会社 、三井海上火 災保

険 株式会 社 、三井物産株式会 社、株式会社ミリ

オンカード・サービス 、安田 火災海上保険株式

会 社、山一 證券株式会社 、ユ ーシ ーカ ード 株式

会社 、株式 会社 横浜銀行

(以上49 社)
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認証ビジネス専門会社の設立

!997年は、川本の認証ビジネス圧年と呼ぶことができる。 1996

年に|1本ベリサイン株式会社が11本初の認証ビジネス･､WI」会社と

してliDyされたのに続いて、1997年4月にはサイバートラスト株

式会社、9月には川本認証サービス株式会社が相次いで設､yされ

た　川本ベリサイン株式会礼は1997年に増資も行９ており、日本

には比較的人規模の認証ビジネス嚠11j会社が3つ揃ったことにな

る（資*43-7-1)。３礼とも実際に見えない取引相T1の証明と、収

引内容の安全性を保証し、インターネットllで安令で仰実な取引

を行えるようにすることを||的として、デジタル証明､I::の発行を

行う認証局の運営をiﾓな業務としている｡ 各社には金融機関や通

僑、|ﾐlj刷、コンピュータ技術会礼、商社など、川本有数の人企裘

が株iﾓとして資本参加しており、認証ビジネスに寄せる匪問の川

待の人きさを衣している。

川本では認証ビジネスの黎11川jから複数の嚠Ilj会社を選択でき
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る環境ができあがったことになり、健全な形で認証ビジネス儿41

を迎えることができたとｊえよう、

認証 技術 応用 分野 の広 がり

インター ネット| こで の コ ミュニ ケーシ ョ ンやデ ジ タ ル媒体 を使

JI』し たデー タの 送受 を安 令価 実 に行 うた め には、 認 証1,15やそ れら

が 発 行する デジ タ ル証明:､I::は 必 要不111欠で あ るが 、現 時点 で実 川

化 さ れ、 実 際に 多く の人 に使 川 されて いる 分 野は 意外 に 少ない｡。

実川化 が始 まっ た 認証技 術 応川 分野 の中 で も、･ 番人 きなビ ジ

ネ ス分野 の1つ に 成 長す る と思 われる イン ター ネット クレ ジット

カ ー ド 決 済 で は 、VISA 、MasterCard 、ＪＣＢ、American

Express ら が 運 営 す るSETCo に よ りSET  (Secure Electronic

Tr ａｎsactｉｏｎ）と いう 小･実ll の 川|祭標 準 が 制定 さ れて お り、 多 く

の クレ ジッ トカ ード 会社が 我 先に とこ の新 しい カ ード 市場 に参 人

し てい る （資 料3-7-8 、P110)　 こ れに 伴い 、 多く のＳＥＴ関 連 製



1997 年は日本の認証ビジネス元年

資料3-7-3　業種別出資企業数

(ﾈﾆt)
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資料3-7-4　実用化が始まった認証技術応用分野

使用目的　　　　　　　　　　　　　使用規格、環境など
ＷＷＷサーバー、クライアント間の暗号通信

ＷＷＷサーバ ー認証

ＷＷＷクラ イアン ト認証

インターネット上 のクレ ジットカード決済

暗号化電子 メール

SSL
SSL

SSL
SET

S/MIME

印

刷

資料3-7-2　資本金（百万円）と出資企業数比較
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資料3-7-5　 実 用化 間 近な 認証 技術 応 用分 野

使用目的　　　　　　　　　　　　　 使用規格 、環境 など

ＷＷＷ上でのデジタル署名付 きデ ータ通信　　　　SSL 、JAVA

バーチャルプ ライベ ートネットワ ーク構築

クレジットカード、キャッシュカードのICカード化

オンラ イン銀 行取引

オン ライン証券取 引

S/ＷＡＮなど

ＥＭＶ、SET

ＳＥＴ、SECE など

ＳＥＴ、SECE など

資料3-7-6　実用化までにしばらく時間がかかると予想される応用分野

使用目的　　　　　　　　　　　　　　使用規格、環境など

オンライン会社間取引　　　　　　　　　　　　　　CALS、EDIなど

オンライン税金 、保険 など申 告

遠隔医療 、医療 カルテ のデ ジタル化

１０ ９

不 明

一不 明

EEI 資料3-7-2～5　筆者ヵヽらの資料を元に作成
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資料3-7-7　各種セキュリティ規格、環境のド`キュメントURL

規格、環境名　　　　　　　　　　URL

資 料3-7-9　SET 製品 一 覧

企業名　　　　　　　　　　　　　 製品名

SECE　　　　　　　http://ｗｗｗ.ｅｃｏｍ.０r･jp/sece/

資料3-7-8　SET 決済可 能 なカ ード 関連 会社 （予 定も 含 む）

認証 会社　　　　 日本ベリ サイン　 サイバートラ スト 日本認証サービス

採 用 （予 定 ）　 ＮＴＴデ ータ　　　　　 住 友クレジット　　ＵＣカ ード

カ ード会社 な ど （CAFIS 試 験用 の み) JCB　　　　　　 日本 信 販

ＤＣカ ード

ＮＴＴグ ル ープ

カ ー ド

セゾ ンカ ー ド

イントラネット

システムズ

マイ クロ ソフト

NEC

カードホルダクライアント

NetPay GatewayヽNetPay Merchant、NetPay
Wallet

Merchant Server、Microsoft Wallet

StarCommerce 、セキュアモールサーバー、

セキュアＷＷＷサーバー

資料3-7-10　 暗 号化 メ ール対 応ソ フ ト

発売元　　　　　　　　　　　　　　 商品名

品 が 発売 中 また は 発 売 を ｆ定 さ れ てお り( 資 料3-7-9) 、 今後 も

SET 関 連11j場 は 人 きく 成 長 し てい く と 思 わ れる｡ そ れぞ れ の 製

II･IIIは デ ジ タ ル､illﾐ|り｣､11=と 共に 使 川 さ れる の でSETIlj'場 は同 時 に 認

証ビ ジ ネス11｣‘場 と 、?うこ とが で き、こ こ1 、2 年は 認証 ビジ ネス|､I
』(

I"]会社 の巾心 袰務分 野に なる｡

同 じ く決 済分 野で忘 れてはい け ない のが 、 クレ ジ ットカ ードや

銀 行 キャ ッシ ュ カ ード のIC カ ード 化 であ る｡ こ の 分野 のIlj‘場 規

模 は とて も人 きい が 、･各 金融 機 関 は現 時 点 にお い て もま だ|川暦

2000 年 問 題と い う､ぽ題を 克服 し てお ら ず 、IC カ ード へ の 移 行時

1り｣は発 衣さ れてい ない　lj卵 仙000 年問 越解 決 後に　･気に 加速 する

分野だ と思 われ る｡

､忍証技 術 は イン ター ネットll の 決済 など 金銭 授受 の 分野で 使川

される　･方で、 金銭 に関 係ない1111:接 的 なコ ミュ ニ ケー ショ ン分野

で も使 川さ れる よう になっ て きた｡ そ の代 表的 な 例が賠 引 ヒメー

ル( 資料3-7-10) であ る｡|II･りJ･化 メー ルは 、電f･ メー ルにデ ジ タ

ル 粁名を 付 加し 、 本人 認 証や が 認防|ll、 改 ざん 検出 を 行っ た り、

メー ル本 文を暗り･化 して 第ﾐ 者の 盗み 昆を|防|llする ことが で きる

よ う に し た も の 。　1｣にjj llの ス タ ン ダ ー ド に な りっ つ あ る

ト インターネット白書'98 １１０

NEC 情報サービス

NTT アドバンステクノロジ

ＮＴＴエレクトロニクス

SecureWare

FEAL forEUDORA PRO
魔法便

マ イ クロ ソ フ ト

アライドテレシス

オープンル ープ

Exchange, Outlook, Outlook

Eχpress

CentreNET ＡＴ一承 認メール

未定（発売予定）

オレンジソフト　　　　　　　　　　　Goma  (発売予定）

EIXI 資料3-7-7～10　筆者ヵヽらの資料を元に作成

解　説

S ﾌﾟMI MIS規格に対応した製I'1111をはじめとして、すでに 目測IR圸

のメールソフトが発売中または発売をJS定されており、今後 刻

の片及が見込まれている､I

そのほかにも多くの認証技術応川分野が実JI｣段附に入ってくる

と思われるが、本格的な実川化のためには法律の改11ﾓが必要な分

野も多く、技術、運川面のみならず制度面の拡充がり まれる( 資

料3-7-1牡 、

デジ タル 署名 法整 備の 動き

ア メリカ、 ヨ ーロ ッパ、 ア ジア のい くっ か の国 や地 域で は、 す

で にデ ジ タル 署名法が 制定 さ れてお り、 今後 も多 くの 地域で 同 様

の 法律‘が ぶ|』定 さ れる 力向に あ る( 資料3-7-12)

川本 にお い て も法務 竹が 同 法を 制定 する 意 欲を持 って いる と 搬

道 されてい る　 し かし 、通 竚 省と 郵政 竹の 研究 会で は、 デ ジ タル

粁名関連 の 整備は民 間 での ガ イド ラ イン 策定 程度 に留 め るべ きで

あ り、法 律で 規制 する べ きで ない とい う結 論を 出し てお り、 こ れ

か らの成 り行 きが 注目 され る

こ れ まで;111』定 さ れて きた 汨i扣)法 律や 法 律案で は 、デ ジ タ ル署



-

本格的な実用化には制度の拡充が重要課題

資料3-7-11　デジタル認証ビジネスの障害になる可能性がある法律の例

医療関連 TＶ電話や通信による遠隔医療 が認 められてい ない 医師 法20条

商行為 商品 の引き渡しと代金支払い は同時に履行し なけ ればならない

資料3-7-12　アメリカのデジタル署名法制定の動き

民 法533 条

オレゴン Oregon Digital Signature Act gopher://gopher.leg.state.o｢.us/OO/measure.dir/House Measures/hb3000.dir/hb

その他、アリゾナ、コ ネチカット、テ･ラウェア 、ハワイ、ア イダホ、イリノイ、アイ オワ 、カン ザス、ケンタッ キー、ルイジ アナ 、ミシガン 、ミネソタ、ニュ ー

ジ ャージ、ニュ ーヨ ーク、ノースダコタ 、オクラ ホマ、 囗一ド アイラ ンド、ウェストバ ージニアなど の州 で制定の 動きがある。

そのほかの国では、ド イツ(http://ourworld. compuserve.com/homepages/ckuner/digsig4.htm ト イギリス、カナ ダ、チリ 、マレ ーシアなど 。

……………… …… ……解　 説 ………:…… …:::ﾌ::

EEI 資料3-7-11～12　筆者ヵヽらの資料を元に作成

名の 法的 有効性 や 適川 範|川、、忍証 機関 の資 格要 件、 責任 範|川、義　　 軌道に 乗せ るこ とが で きる の力ヽ ｡ その 答え は イン ター ネット がこ

務などの 収妛な部 分につ い て も標 璋的、 統･ 的 な解 釈は 生 まれて　　 れか らどの よう な スピ ード で 社 会に溶 け 込ん でい く のか にか かっ

お らず、 各国 や地 域の さ まざ まな 考え 方に 基づい て 独自 の 制定が　　 て いる 、

な されてい る のが 現状 であ る｡、 こ れは、 認 証技 術の 応川 に よって

発生 する 新ビ ジ ネスや 既存ビ ジ ネスの 変･wが 礼 会に どの よう な影

響 を'J･え、 どの ような|川題点を 生 み出 すの かとい うｒ 測 が簡‘il.で

は ないこ との 衣 われであ り 、公 開鏤 インフ ラ スト ラ クチ ャ ーが社

会にjJ･え る イン パクト につい て の研 究が 早 期に 発達 するこ とが 屯

唆で あろ う、

認証ビ ジネ スの 今後

認証技 術が 怜及する につ れて 、デ ジ タ ル証明占 の 発 行を行 う 認

証 局の運営 以外 で も■i1-独の 認証ビ ジ ネスとし て 成､y する 分野 が現

れて く るであ ろ うよ ‾認 証 システ ムの 開 発、 販売｣ 、｢ 各種 の 格付

けサ ービ ス｣、｢|時刻や内 容 証明 サ ービ ス｣ など はここ 数年以 内に

実現し そう なビ ジ ネ ス分野で あ る。

多 くの資 本 金を 集め、 認 証局 とし て ス タート し た認 証ビ ジ ネス

剞“j会社3 杜が 米 たし て 何年 でiil,年度 照 字を 計ll し 、ビ ジ ネスを

（浅|||･ 憲 ・ 株 式 会 社 オ ー プ ン ル ー プ 代 衣 収 締 役 社 長 、

http:　 ｗ　ｗｗ.openloop. ｃｏ.jp 〕

参考文献

ﾌ海゚外忽証局活動調介眼旨j （電ｆ商収引実証推進 協議会FI凵998.3 ）

T電ｆ 決済 システ ムに関する 調介報内･書』（社川法人|| 本電r･ |ﾐ裘振興

|嶌会|:|凵997 ）

注1　ある 齔袰や 佃 人と取引 をし ようとし ている 会社や人向け に，独自 に調介

した 相Ｆの 格付け 桔 報や 仁川,l'Ilj很をデ ジ タル証明,|::の形でjJ,え るこ と

汁2　 デ ジタルデー タを送付する ときに.i,1 幀で きる第ﾐ 者に現在時 刻や デー

タ内容を 証明 してもらう サービ スー
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